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要 約 

飼養衛生管理基準は、衛生管理の徹底により、家畜の伝染性疾病の侵入を防止し、発生を予防するため、

平成 16 年に基本的な 10 項目が策定された。その後、複数回の改正を経て、現在は豚で 40 項目の基準が

定められているが、当所管内では農家の高齢化や後継者の不在を理由として新たな投資に消極的な農場

や、家畜保健衛生所の指導に対して懐疑的な立場をとる農場において、遵守状況の改善が課題となってい

る。本年度、管内の預託農場について、預託元の管理獣医師、生産支援担当者及び農場責任者の各々立場

の違う者に飼養衛生管理基準の重要性を説明し、遵守状況の改善を図った。また、金融機関、市町、県出

先機関を参集し、問題の共有化を図る場を設けた。今後も引き続き、農場責任者のみならず、複数の関係

者へのアプローチを続け、飼養衛生管理基準の遵守状況を改善していきたい。 

 

は じ め に 

平成 13 年に国内で初めて牛海綿状脳症が確認

されたことなどをきっかけとした関連法令の整備

の中で、畜産農家における衛生管理の徹底によ

り、家畜の伝染性疾病の侵入を防止し、発生を予

防するため、平成 16 年に飼養衛生管理基準が制

定された。 

平成 22 年に口蹄疫及び高病原性鳥インフルエ

ンザが相次いで発生したことを受け、平成 23 年

に基準は大幅に拡充され、併せて少なくとも 5 年

ごとに内容を再検討する旨が規定された（表

１）。 

 
表１ 飼養衛生管理基準制定の経緯 

 

制定時の対象家畜は牛、豚及び鶏の 3 種で、基

本的な 10 項目が策定された。その後、複数回の

改正を経て、現在では牛、豚、鶏及び馬の 4 種に

ついて、28 から 40 項目が定められている（表

２）。 

 
表２ 飼養衛生管理基準の項目数の変遷 

 

非遵守の背景 

 飼養衛生管理基準を遵守しない理由としては、

①資金不足、②規模縮小を検討している等の理由

から新たな投資に消極的、③行政の指導に懐疑

的、④畜舎構造や地形的に遵守困難…等が挙げら

れる。また、本県では、令和元年の台風災害と国

が農場施設のハード整備を補助した時期が重な

り、台風災害からの復旧を優先した結果、国の事

業の活用が進まなかったという事情がある。 

 養豚農家における防護柵設置率の推移を例に挙

げると、令和 2 年 8 月には約 20％の設置率だっ

たのが順調に改善し、約 1 年後の令和 3 年 7 月に

は約 80％に達したが、その後は伸び悩んでいる

（図１）。飼養衛生管理の改善に積極的な農場と

そうでない農場の二極化が進んでおり、後者をい

かに指導するかが課題となっている。 
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図１ 養豚農家における防護柵設置率の推移 

 

関係機関との協力体制構築 

 遵守状況の更なる改善に向けた協力体制構築の

足掛かりとするため、畜産振興に係る団体等が、

飼養衛生管理基準に係る問題意識を共有するため

の会議を開催した。 

参集範囲 

 ナイスポーク千葉推進協議会 

 管内市町の畜産担当部署 

 日本政策金融公庫千葉支店 

 管内農業協同組合 

 管内農業事務所 

 

指 導 例 １ 

（１）経緯 

農場Ａは預託専門の農場で、飼養頭数は 200 頭

程度、管内でも飼養衛生管理基準の非遵守率が高

い農場であり、防護柵及び防鳥ネットは未整備で

ある。水田地帯に位置し、実効性のある埋却候補

地は確保できていない（図２）。豚熱の発生リス

クが比較的高い地域であると考えられることか

ら、農場Ａの預託元であるＢ社とともに、指導に

当たった。 

 

図２ 農場Ａ概要 

（２）指導内容 

農場Ａに対する指導 

 畜主は未使用豚舎も含めた農場の敷地全てを衛

生管理区域とし、柵で囲う計画であった。当所で

現地確認したところ、残存している旧豚舎の骨組

みを柵の一部として再利用し、飼養衛生管理区域

を設定することが可能であると判断し、図３に示

す案を提示した。 

 畜主の計画では柵の総延長は約 460m であった

が、当所案では約 230m にまで短縮することがで

き、資材費の削減が期待できた。 

 
図３ 農場Ａに提案した柵の設置例 

 

Ｂ社に対する指導 

当初Ｂ社は、農場Ａの飼養衛生管理基準は、農

場Ａ自らが改善すべきものであるという立場であ

ったが（表３）、クロスコンプライアンス制度の

導入により、預託農場の飼養衛生管理基準につい

ても、Ｂ社が積極的に関与せざるを得なくなって

きている現状を受け、農場Ａ、Ｂ社及び当所が、

今後どのように協力、対応していくべきなのかを

協議する場を設けた。 

 
表３ 農場ＡとＢ社の責任の所在 
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協議にはＢ社から管理獣医師及び生産支援担当

者が出席したが、農場Ａが所有する土地や建物に

ついて、Ｂ社に管理責任を問われるのは納得がい

かないと、再三の申し出があった。 

これに対して当所からは、豚や飼料の所有者は

Ｂ社であり、豚熱が発生すればＢ社への影響も避

けられないこと、また、今後も安定的な経営をし

ていく上では、信頼できる預託農場の確保も重要

であり、飼養衛生管理の改善にも積極的に関与し

ていくべきである旨を指導した。 

Ｂ社は安定経営のためには預託農場の衛生管理

のレベルを引き上げていく必要があるという点に

は理解を示したことから、最初の取組として、飼

養衛生管理基準のチェックリストに基づいて農場

Ａの現状を確認・リスクを把握するとともに、農

場Ａと問題意識を共有するよう促した。 

当所より農場Ａ及びＢ社に対し、継続して働き

かけた結果（図４）、農場Ａは飼養衛生管理基準

の非遵守事項全てについて、令和 4 年 12 月末ま

でに自力で改善することとし、Ｂ社名でその旨の

誓約書を提出した。 

 
図４ 指導の流れ 

 

指 導 例 ２ 

（１）経緯 

農場Ａが実効性のある埋却候補地を保有してい

ないことを踏まえ、改めてＢ社の直営農場及び預

託農場の埋却候補地の適否を精査したところ、Ｂ

社の預託農場である農場ＤＥ及び、Ｂ社とは無関

係の農場Ｆの埋却候補地が同一であり、現有の埋

却候補地では不足することが判明した（図５）。 

 

（２）指導内容 

Ｂ社は当所、預託農場は自己責任で埋却候補地

を確保すべきだとの立場であったが、豚熱発生時

に速やかに防疫措置を進めるためには、埋却が最

善の手段であること、また速やかな防疫措置が早

期の経営再開につながること等を説明し、Ｂ社が

協力できることを検討するよう促した。 

その結果、当面はＢ社が保有する土地を埋却地

とすることに同意し、農場Ｆは自己所有地を埋却

地とすることで、各々の農場が適切な埋却候補地

を確保することができた。 

 
図５ 埋却候補地確保に向けた取り組み 

 

ま と め 

 飼養衛生管理基準の非遵守項目の多い農場に対

し、複数のルートから働きかけを行ったところ、

改善が見られたことから、今後は、家畜保健衛生

所のみならず、関係者間で問題意識を共有し、協

力して指導するための体制づくりを進め、飼養衛

生管理の更なる向上を後押ししていく。 
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